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各デジタルプラットフォーム企業は、「新しい生活様式」の下での国民の日常的な消費生活に

おける重要な取引基盤として期待される中で、利用者がより安心して取引できる環境整備に向け

て、引き続き更に企業努力を重ねていく所存です。 

政府においては、これまでの意見のとおり、デジタルプラットフォーム企業による自主的な取

組を促進するための環境整備に向けて、政府、企業、消費者それぞれの相互理解に基づく課題解

決に向けてより一層の連携をお願いいたします。 

 

1. 取引デジタルプラットフォームの定義について 

「新法」では、契約締結のための機能等を有する「取引デジタルプラットフォーム」を適用

の対象とすることが提案されていますが、その範囲は極めて広く、広範に及ぶと想定されま

す。これまでの意見でも言及させて頂いておりますが、十分な立法事実の検証もない中で法

の適用範囲を広くとりますと、その実効性にも疑義が生じると考えます。 

特に、特定のデジタルプラットフォームが何らかの売買契約又は役務を有償で締結する契

約の申し込みを行うための機能等を有する場合であっても、当該デジタルプラットフォーム

上で流通する役務や権利等の流通の大多数が無償で行われているという実態があります。無

償で行われている役務や権利の提供と有償の商品、役務や権利の提供等をすべからく等しく

取り扱い同一の義務が課されることは、適切とは言えず過度な対応を求めることにもなりか

ねないことから、新法制定の場合においては、法の適用範囲を少なくとも有償である場合な

どに限定するとともに、当該法の射程に含まれる取引態様を明確に規定することが必要と考

えます。 

 

2. 努力義務・指針について 

努力義務として指針に記載する３つの措置として想定する具体的内容については、技術的・

経済的に現実的な記述となるよう事業者と十分協議して頂きたく存じます。また、開示を求め

る「措置の概要等」の内容につきましても、既に申し上げましたとおり、例えば出店者・出品

者の本人確認や監視の具体的な方法まで開示する場合、かえって消費者の利益保護につながら

ない可能性があることを十分考慮した上で検討頂きたく存じます。 

また、「①販売業者等と消費者との間の円滑な連絡手段を確保すること」につきましては、

「②取引デジタルプラットフォームにおける販売条件等の表示に関し、消費者からの苦情に基

づき調査その他の必要と認める措置を講じること」及び「③必要に応じて販売業者等に対し、

身元確認のための資料の提出等を求めること」と同様に必要な場合に対応が求められることに

して頂きたく存じます。例えば、宿泊施設等のように、対面、電話、メール、その他独自の顧



客対応システム等によって消費者とコミュニケーションを行うことが可能となっている場合

には、取引デジタルプラットフォームにおいて連絡手段を確保する必要がありません。また、

宿泊施設等において、登録しているオンライン・トラベル・エージェント（OTA）ごとの連絡

手段に対応できるようにしておかなければならないとするのは煩雑であり、システムの統合等

に関する無用なコストが発生することにもなりかねないと考えます。 

 

3. 商品等の販売停止について 

内閣総理大臣（消費者庁）が、デジタルプラットフォーム提供者に対して要請をされる前

に、一次的責任を負う販売業者等の特定につき一定の努力をされることを希望いたします。

また、公表を伴う要請をされる前に、デジタルプラットフォーム提供者に対して通知をいた

だければより迅速な対応ができると考えます。 

販売業者等に生じた損害への民事上の免責を記載いただいておりますが、独禁法・透明化法

等の行政規制との関係でも免責となる旨明確化頂けますと幸いです。また、コンテンツ販売停

止に関しては、既に申し上げましたとおり、表現の自由との関係が発生しうることも十分ご配

慮頂ければと存じます。 

 

4. B to C 取引における売主の特定に資する情報の開示請求権について 

反復継続的な商品の販売である場合であっても、極めて少額な商品の小規模販売に過ぎない、

実質的には C to C と同視しうる売主が多数存在します。そのような場合にあっては、開示対象

とされる情報が実質的には法人情報でなく個人情報となることも想定されます。プライバシー

が守られないことへの懸念から、これらの零細な売主が萎縮し、イノベーションを阻害するこ

とがないよう、開示請求のリクエストについては、債権額の基準のみに限らず、十分な要件が

検討されるべきと考えます。この点を報告書にも検討課題として想定いただければ幸いです。    

また、過剰な情報開示を抑制する観点から、消費者の債権行使のために必要な情報として、

特商法上の開示義務の対象以上のいかなる情報が開示対象として想定されるのか明確化して

いく必要があると考えます。また、取引デジタルプラットフォーム企業の事務負担軽減の観点

から、特商法上の開示義務と同じ内容または事前に取引デジタルプラットフォーム企業と販売

業者の間で新法に基づき消費者に開示する可能性がある旨規約等で合意した内容であれば、消

費者に開示する際に販売業者に確認を行う必要はないと思われます。 

さらに、消費者が信用棄損等の目的を有しているかどうか等開示の要件該当性を取引デジタ

ルプラットフォーム企業が正確に判断することは通常困難であることから、取引デジタルプラ

ットフォーム企業が当該判断を自身で行わない形の方がよいと存じます。また、情報提供した

場合には販売業者、情報提供しなかった場合には消費者との関係でそれぞれ民事上の責任が発

生し得ると取引デジタルプラットフォーム企業の判断はより困難なものとなりますので、消費

者が提供する請求理由をもとに一般的な注意力をもって取引デジタルプラットフォーム企業

が判断し情報提供した場合又は情報提供しなかった場合には免責が適用されることを明確に

していただきたく存じます。 

 



5. B to C 取引における B と C の保護に関する義務が相反する可能性について 

特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律が策定され、B であ

る事業者の保護が図られているところ、販売業者等保護義務と新法による消費者保護義務が相

反することのないようご留意いただきたいと思います。 

 

6. 消費者による詐欺的な行為や濫用について 

「何人」も申出を行える制度により、消費者を装った詐欺的な集団による返金請求権の濫

用や、競合事業者による売主の健全なビジネスの妨害のために申出制度が悪用されることの

ないよう、慎重な制度設計が必要と考えます。また、「必要な調査」が取引デジタルプラット

フォーム企業や売主にとって過度の負担となることがないような制度設計にしていただける

ようお願いします。 

 

7. その他 

官民協議会において業界団体の代表が参加することが想定される場合、その場で悪質な販

売業者に関する機微情報が共有された際にその情報を業界団体の会員企業に共有しても良

いかなど、情報の取扱いについて明確化する必要があると考えます。仮に共有できない場合、

実効性のある対策を業界全体で打つことは難しくなると考えます。 

規制の実効性を担保するため、販売業者から取引デジタルプラットフォーム企業への正し

い情報の提供義務を特商法で規定するのが適当ではないかと考えます。 

個別法が存在する領域については、本法の規律についていかなる適用を行うのか明確化が

必要と考えます。 

課題２の緊急時における生活必需品等の流通の確保については、喫緊の課題と考えます。

早急に検討を行い、政府より一定の方針が提示されることを期待いたします。 

 

デジタルプラットフォーム企業にとって、消費者保護のための取組を通じて安全で安心できる

取引環境を提供することは、最重要課題の一つであり、引き続き消費者保護に尽力していく所存

です。明確な制度設計をすることで、デジタルプラットフォーム企業、消費者にとって、よりよ

い環境整備につながるものと存じますので、上記それぞれの項目において慎重に検討を進めてい

ただきたくことを所望します。 

 


